
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆非常に大きなインパクト 

今年１月上旬、外資系の大手生命保険会社が同社の執行

役員と交わした契約条項（退職後２年以内に競合他社に就

業するのを禁止し、違反した場合は退職金を支給しない）

の有効性が争われた訴訟の判決がありました。 

この判決内容は非常にインパクトのあるものであり、新

聞紙上等でも大きく報道されました。 

 

◆退職金 3,000 万円の支払いを命じる 

東京地裁は、次のように判断し、元執行役員男性の請求

通りに、会社に対して退職金（約 3,000 万）の支払いを命

じました。 

（１）「情報の流出を防ぐ目的で競合他社へ転職を禁じる

のは過大」 

（２）「職業選択の自由を不当に害している」 

（３）「契約条項は公序良俗に反して無効」 

原告側弁護士によれば、外資系企業では上記のような条

項を交わすケースが多く、「名ばかり管理職とされる執行

役員の転職を安易に禁じることに警鐘を鳴らす判断」とし

ています。 

 

◆判断のポイントは？ 

一般的に、上記のような「競業他社への転職禁止」の契

約は、優秀な人材とノウハウの流出防止を目的に締結され

ます。 

過去にも、競合他社への転職について争われた裁判例が

あります。それらの判断のポイントは、次の通りとされて

います。 

（１）競業他社への転職を希望する者の会社内での地位が

高ければ高いほど、転職が認められない（競業避止義務

「『競業他社への転職禁止』の契約は無効」 

との判決 

を負う）傾向にある。 

（２）転職先の競業会社の内容・場所も考慮されて

おり、それらが近ければ近いほど転職が認められ

ない（競業避止義務を負う）傾向にある。 

競業他社への転職禁止に関する契約を従業員と締

結する場合、上記のことを考慮すべきだと言えるで

しょう。 

「職場におけるパワハラ行為」の定義を

明確化 

◆初めて「パワハラ」の定義を明確化 

厚生労働省のワーキンググループは、職場におけ

るパワー・ハラスメント（パワハラ）に該当する可

能性のある行為を６つに類型化した報告書をまとめ

ました。 

この報告書では、パワハラの定義が初めて明確化

されるとともに、企業が取り組むべき対策について

も紹介しています。 

 

◆パワハラとはどのような行為か？ 

パワハラは、一般的に「職務上の地位や人間関係

など職場内の優位性を背景に業務の適切な範囲を超

えて、精神的・身体的な苦痛を与えたり、就業環境

を悪化させたりする行為」とされています。 

平成 24 年 3 月号 

〒326－0143 栃木県足利市葉鹿町 1-28-32
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上司から部下への「いじめ」や「嫌がらせ」を指し

て使われる場合が多いのですが、人間関係や専門知識

などで優位な立場にある同僚や部下から受ける嫌がら

せなども含まれるとされています。 

 

◆パワハラに該当しうる行為（６分類） 

今回の報告書では、職場のパワハラに該当しうる行

為について、次の６つに分類しています。 

（１）暴行・傷害などの「身体的な攻撃」 

（２）侮辱や暴言などの「精神的な攻撃」 

（３）無視などの「人間関係からの切り離し」 

（４）遂行不可能なことへの強制や仕事の妨害などの

「過大な要求」 

（５）能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じ

ることなどの「過小な要求」 

（６）私的なことに過度に立ち入る「個の侵害」 

ただ、職場におけるパワハラは「業務上の指導との

線引きが難しい」との意見もあり、報告書では（４）

～（６）については「業務の適正な範囲内」であれば

本人が不満に感じたとしてもパワハラには該当しない

としています。 

 

◆予防と解決のために積極的な取組みを 

企業におけるパワハラの予防と解決には、組織トッ

プによるメッセージや、就業規則での規定化、予防・

解決のためのガイドラインの作成、教育研修の実施、

企業内外における相談窓口の設置等が効果的です。 

パワハラ被害を受けた従業員が、人格を傷つけられ

たこと等により心の健康を悪化させ、休職・退職に至

るケースや、周囲の人たちの意欲が低下し、職場全体

の生産性に悪影響を及ぼすケースもあり、パワハラが

企業にもたらす損失は非常に大きいと言えます。 

そのため、パワハラ問題への取組みを企業が積極的

に進めることが求められます。 

3月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

  

～当事務所よりひと言～ 

寒い日が続いておりますが、皆様いかがお過ごしで

しょうか？体調は崩されていませんか？ 

最近、インフルエンザのＡ型とＢ型が流行している

そうで、両方ともかかる可能性があるため、一度かか

ったからと安心はできないそうです。 

インフルエンザは発熱から２４時間後でないと陽

性反応が出ないとのことですが、その時にはもう、周

囲に感染している可能性が高いそうです。 

従業員やご家族の方でも、もしかしたら？と思った

ら早めに感染予防を図ることが大切だと思います。 

また、自己申告だけでなく客観的な視点からの確認

も必要です。 

うがい、手洗いをこまめに体調管理にご留意くださ

い。 

  

 

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

 

15 日 

○ 個人の青色申告の承認申請書の提出＜新規適用の

もの＞［税務署］ 

○ 個人の道府県民税および市町村民税の申告［市区

町村］ 

○ 個人事業税の申告［税務署］ 

○ 贈与税の申告期限＜昨年度分＞［税務署］ 

○ 所得税の確定申告書の提出［税務署］ 

○ 確定申告税額の延期の届出書の提出［税務署］ 

   

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 


